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平成26年版厚生労働白書
健康長寿社会の実現に向けて

～健康・予防元年～

平成26年8月1日公表平成26年8月1日公表
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WHO憲章 第２章（健康の定義）１９４６年（昭和21年）

•単に病気あるいは虚弱でないというだけではなく

•身体的，精神的，社会的に完全に良好な状態であ
る

「 病気、虚弱でないから健康 」 → 「 健康を積極的に実現する 」

健康増進 Health Promotion の出発点
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日本の健康づくり施策の流れ

早期発見早期治療

健康診査の基盤

健康づくりのための食生活指針

S53～63
第1次

国民健康づくり対策

運動習慣の普及

健康づくりのための指導者養成

運動指針・運動所要量

国民運動 → 行動変容

食事バランスガイド

運動基準・運動指針

S63～
第2次

（アクティブ80ヘルスプラン）

H12～
第3次

（健康日本21）

S53 健・体財団設立

S63 健康運動指導士養成開始

H12 健康日本21協議会設置

H21 健やか生活習慣国民運動開始
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社会保障・税一体改革関連法成立
(2012 年8 月10 日)

社会保障の安定財源の確保等を図る
税制の抜本的な改革を行うための
消費税法の一部を改正する等の法律

社会保障制度改革推進法
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国民の健康の増進の総合的な推進を図
るための基本的な方針
（健康日本21（第2次））

この方針は、21世紀のわが国において少子高齢化
や疾病構造の変化が進む中で、生活習慣病及び社
旗環境の改善を通じて、子供から高齢者まで全ての
国民が共に支え合いながら希望や生きがいを持ち、
ライフステージに応じて、健やかで心豊かに生活でき
る活力ある社会を実現し、その結果、社会保障制度
が持続可能なものとなるよう、国民の健康の増進の
総合的な推進を図るための基本的な事項が示され
ている。
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日本人のがんのリスクを高める要因

喫煙（受動喫煙を含む）

過剰飲酒

低身体活動

肥満・やせ

野菜・果物不足

塩分・塩蔵食品の過剰摂取

がんに関連するウイルス（Ｂ型肝炎ウイルス<HBV>、Ｃ
型肝炎ウイルス<HCV>、ヒトパピローマウイルス
<HPV>、成人Ｔ細胞白血病ウイルス<HTLV-Ⅰ>）や細
菌（ヘリコバクター・ピロリ菌）への感染
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身体活動の効果を最初に示したのは
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身体活動と死亡相対危険度
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身体的不活発病は

世界に蔓延（pandemic)
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身 体 活 動 の ト ロ ン ト 憲 章 （ 2 0 1 0 ）
ー 世 界 規 模 で の 行 動 の 呼 び か け ー
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運動

身体活動

人が体を動かすことを総じて「身体活動」と言
う

健康増進や体力向上などの意図
を持って、余暇時間に行われる活
動

速歩、ダンス、エアロビクス、
ジョギング、テニス、サッカー
など

日常生活を営む上で必要な労働や
家事に伴う活動

買い物、犬の散歩、通勤、床掃除、
庭掃除、洗車、荷物運搬、子供と遊
ぶ、階段昇降、雪かきなど

生活活動

運動

生活活動
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余暇身体活動量とうつ症状の関連
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甲斐裕子ら. 体力研究, 109, 1-8, 2010 16



運動強度と頻度の組み合わせ オッズ比

ウォーキング以上の強度の運動を週３回以上 0.5

ウォーキング程度の強度の運動を週３回以上 0.67

上記以外の運動と運動頻度の組み合わせ 0.67

まったく運動しない 1

Laurin,D.,Verreault,R.,Lindsay,J.,et al.,’Physical activity and risk of cognitive impairment and 
dementia in elderly persons’, Arch Neurol,58(3),pp.498-504,2001.より引用改変
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身体活動量と（運動強度）とアルツハイマー型認知症の危険率

鈴木隆雄：（公財）健康体力づくり財団機関紙「健康づくり」2013年4月号より抜粋



すまいるナビゲーターhttp://www.smilenavigator.jp/ より引用

統合失調症におけるメタボリックシンドロームのリスク

有病率（推計） 一般人口との比較

肥満 ４５～５５％ １．5～２倍

喫煙 ５０～８０％ ２～３倍

糖尿病 １０～１５％ ２倍

高血圧 １９～５８％ ２～３倍

脂質異常症 ２５～６９％ ＜5倍

メタボリックシンドローム ３７～６３％ ２～３倍

統合失調症患者におけるメタボの有病率・一般人口と比較したメタボになりやすさ

De HertM et al:World Psychiaty8.15-22.2009より改変
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壮年期の生活保護受給者と健康リスク

◆ 高血圧

◆ 糖尿病

◆ うつ病

◆ やせ・肥満

富田早苗ら. 川崎医療福祉学会誌, 21（1）, 145-150, 2011 19



統合失調症患者の身体活動

・生活保護受給者の中でも、特に精神障がい者はその疾患の特徴としての
無為自閉などの症状の影響によって、身体活動が低下しがちであると共
に、健康づくりに対する意欲が乏しい傾向がみられる

・たとえば、通所系の活動に従事する以外は、居室にて安静にしていること
が多く、医師によるリハビリテーション計画や障害者総合支援法に基づく
サービス等利用計画による支援計画以外には、自主的に健康づくりに取り
組むことは少ないことが予想される
・栄養状態においても、食費を切り詰めることを優先し、長期に亘った視点で
栄養バランスなどへの配慮も怠りがちな傾向がみられる

・今後は、障がい者への支援に携わる専門職や、サービス等支援計画を立
案する相談支援専門員に対する、健康づくりに関する知識の付与や啓発活
動を行うことによって、生活保護受給者の中に占める精神障がい者の健康
づくりを普及させていくことは重要な課題であると思われる

医療法人社団清心会藤沢病院 健康運動指導士石井千恵 20



退院した統合失調症患者の栄養

・自分で調理する患者は少なく、中食（調理済みの食品を購入する）、外食が多い

・栄養バランスを考えた食べ方よりも、食べたいものを食べる傾向にある

・野菜の量が少なく、菓子やパンなど手軽食べられるものを好む傾向にある

・経済的なことを理由に、野菜や魚を食べないという患者もいる
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指導実績～肥満女性４０１名のデータ～
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食事＋運動群で減少率が顕著

体力年齢

22



健康・体力づくり関する支援手法

• 個人に対する支援（第1次健康日本21）

マンパワーの確保

• 環境整備による支援（第2次健康日本21）

個人の努力ではどうしようもできない健康格差
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健診・保健指導の研修ガイドライン（確定版）

対象者の生活習慣病予防のための行動変容に確実につながる保健
指導を展開することが必要

Ⅰ人材育成の基本的事項

1 研修の目的
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①対象者に健診結果と生活習慣の関連について疾病発症のメカニズム
を勘案した説明を行い、行動変容に結び付けられる能力

②対象者との信頼関係を構築できる能力

③個人の生活と環境を総合的に評価する能力

④安全性を確保した対応を考えることができる能力

⑤生活習慣の行動変容のため、行動科学や心理学に基づく指導や技法
（カウンセリング技術、アセスメント技術、コーチング技術、ティーチング
技術、自己効力感を高める支援技術、グループワークを支援する技術
など）の実施能力

⑥生活習慣に関する専門的知識をもち、活用できる能力

⑦学習教材を開発する能力

⑧社会資源に関する情報収集を行う能力

指導者に求められる資質

健診・保健指導の研修ガイドライン（確定版）より 25



１)指導者の心が温かく
感じられる

２)体力の増進を実感
できる

３)運動技能の向上を
実感できる

４)仲間との交流に
満足感を抱ける

参加者側

１)信頼感を抱かれる

２)指導技術に長けて
いる

３)個別のアドバイスが
できる

４)性・年齢・疾患に
応じた健康講話が
できる

指導者側
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健康づくりのための運動指導者の養成

健康づくりの3要素 「栄養、運動、休養」

中でも運動は、

積極的健康づくりー健康増進

を図っていくうえで特に重要なもの

昭和62年8月27日厚生省公衆衛生審議会意見具申

（昭和53年の第一次国民健康づくり対策の時から既に）
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健康増進を担う人材

健康運動指導士等の健康増進のための運動
指導者や健康スポーツ医、・・・・・

第2次健康日本21
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保健所等

１,673 人

学校

1,093 人
健保組合・会社
(健康管理部門)
298 人

老人介護・保健・福祉
施設等

1,128 人

フリーで活動等

2,014 人

その他
（学生を含む）

4,175 人

フィットネスクラブ
アスレチッククラブ等

4,089 人

診療所、病院等

2,934 人

17,404 人

平成26年6月1日
現在

健康運動指導士
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フィットネスクラブ
アスレチッククラブ等

4,120 人

保健所等
1,129 人

学校
654 人

健保組合・会社
(健康管理部門)

68 人

老人介護保健
福祉施設等
1,636 人

フリーで活動等
1,740 人

その他
1,864 人

診療所、病院等
1,989 人20,305 人

学生
4,044 人

無職または
勤務先不明
3,061 人

平成26年6月1日
現在

健康運動実践指導者
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健康格差
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（公財）健康体力づくり財団機関紙「健康づくり」2014年9月号より抜粋 35



（公財）健康体力づくり財団機関紙「健康づくり」2014年9月号より抜粋
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近藤克則：（公財）健康体力づくり財団機関紙「健康づくり」2014年5月号より抜粋
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新たな生活保護受給者をつくらないために

幼少期の出来るだけ早い時期に悪い家庭
環境にいる子供たちに投資して生活の質を
高めること

Eric I Knudsen et al, (2006) Economic, neurobiological, and behavioral 
perspectives on building America’s future workforce, PNAS 103 ,
10155-10162.
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